

















自動車保有台数は世界的に見ると増加傾向が続き、2050 年には 2000 年と比べ 3 倍













とされる CO2 の排出であると考える。国内 CO2 排出量の約 2 割を運輸部門が、その





年に世界で 20 億台となる見通しの自動車から、2011 年の国内状況（自動車保有台数 8
千万台で 2 億トン）と同割合で CO2 が排出された場合、その総量は 50 億トンとなる。
これは 1950 年の全世界の CO2 総排出量を自動車だけで排出することになる。
国土交通省によると、2009 年の国内エネルギー消費の約 2 割が運輸部門、そのうち






















































































































河川舟運は交通システムとして現在隆盛とは言えないが、時速 20～30 km 程度の低
い速度域において他の交通機関と比べ高い経済性を有する。Fig. 1 に交通機関の経済





のトラック平均速度は時速 18 km である。そこで都市部における車の最大速力を時速




物の一部を船舶に転換した場合の CO2 排出量を Fig. 2 に示す。各輸送機関の単位輸送




量は 2004 年度と同等とし、縦軸に CO2 排出量、横軸に車から船舶への転換比率を取っ
た。車による貨物輸送を 100％船舶に転換すると、全輸送機関による CO2 総排出量は
約 1 億トンから 2 千万トンへと 8 割の削減、50％の転換率でも 4 割削減（総排出量約
6 千万トン）される。船舶航行が可能な地域においては車から船舶への輸送転換を促
進することで、環境負荷低減に大きな効果をもたらすことが期待できる。



















リニア中央新幹線 200 億円／ km 建設費 90,300 億円／ 438 km（東京 ─ 大阪間）
地下鉄 200～350 億円／ km
モノレール 100～190 億円／ km
新交通システム 70～120 億円／ km
整備新幹線 50～60 億円／ km
路面電車（LRT） 15～30 億円／ km
東京外かく環状道路 800 億円／ km 大泉～宇奈根間 16 km。大部分が地下
第 2 東名高速道路 200 億円／ km 海老名～東海間 285 km
船着場（荒川リバー
ステーション）






　東京外かく環状道路：国土交通省 HP「新規事業採択時評価結果（平成 21 年度新規事業化箇所）」（http://
www.mlit.go.jp/road/ir/ir-hyouka/21sinki/1_h20_39.pdf）
　第 2 東名高速道路：首相官邸 HP「道路関係四公団民営化推進委員会開催状況等委員懇談会　平成 17 年













































































































場合の交通量変化の試算によると、自動車による貨物輸送量の 1 ／ 3 が舟運に代替で
きる（三浦、陣内、吉川、2008：160）という報告がある。この場合、総物流量を低
減させることなく CO2 の発生を約 30％削減できる。2009 年度の東京都における運輸
部門の CO2 排出量は 1,330 万トン（東京都環境局 HP「都における温室効果ガス排出
量総合調査（2009（平成 21）年度実績）」http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/
other/2009gaiyo.pdf より）であるから、ソーシャル舟運導入によって約 400 万トンの
CO2 削減が期待される。これは 2013 年の欧州 EU–ETS の排出権価格では 1,200 万～




かかるコストの削減も期待できる。東京都における平成 13 年度の路面補修費は約 200
億円、橋梁の維持費は約 30 億円であった（東京都監査事務局 HP「道路の建設・管理
運営について」http://www.kansa.metro.tokyo.jp/PDF/15houkatsu/14/14_1douro.pdf
より）。従って数億円から数十億円のレベルでの削減が考えられる。
6.　おわりに
本稿では低コスト交通機関の運営が利害関係者間の合意形成に寄与し効率的・持続
可能な交通システムを構築できるという仮説について検証を行った。「ソーシャル舟運」
の荒川導入という仮想事例を用いて検証するという手法を採ることで、環境負荷やイ
ンフラ整備など直接交通に関わる便益についての具体的な定量評価が可能となり、一
定の有効性を提示することができた。
一方、直接交通に関わる便益以外の社会的インパクトをもたらす地域振興やコミュ
ニティ強化に対する評価は地域の特性に大きく依存するため、その検証については社
会実験などの実践的取組みに基づかなければ困難であり、この点が本研究の課題とし
て挙げられる。
社会的インパクト評価を確立することで、交通システムから生じる外部不経済の内
部化に対する低コスト交通機関導入の有効性をより明確に提示できると考える。
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